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SDGs と国際的企業家育成に関する一考察 
A study on SDGs and international entrepreneur development 
 
東洋大学経営力創成研究センター 研究員 柿崎洋一 
 
要旨 
今日、SDGs( Sustainable Development Goals)についての取り組みがビジ
ネス機会として関心を高めている。また、SDGs は、企業行動に組み込まれ、
中核的な経営課題となっている。SDGs は、諸目標実現のための創造性とイ
ノベーションを企業に期待している。イノベーションは、経済成長だけでな
く、気候変動、高齢化社会、貧困などの経済的、環境的および社会的課題に
対する解決策を生み出す基盤である。 
国際的企業家とは、国際的な企業行動の指針(compass)に基づく企業家であ
る。企業家は、敏捷性を持つ人物であり、ビジネス機会を素早く見つけて商
業化する人物である。 
ここでは、持続的な発展の担い手としての企業家に着目するとともに、企
業家育成という課題への取り組みについても考察する。さらに、国際的な企
業行動の指針として理解されている SDGs を採り上げて国際的な企業家育成
の可能性を概念的に検討する。また同時に、SDGs の中小企業の企業行動へ
の影響を探る。 
 
キーワード（Keywords）: SDGs( Sustainable Development Goals) 、 
オープンイノベーション、国際的企業家、イノベーション 2.0、
リビングラボ 
 
Abstract 
 
SDGs (Sustainable Development Goals) is a core issue in the corporation. 
However, defining the Relations of the SDGs and individual corporations 
is challenging. Today, efforts on SDGs are regarded as business 
opportunities for corporations. SDGs are looking forward to corporations 
for creativity and innovation to realize the various goals. Innovation is the 
basis for creating solutions to economic and social issues in SDGs. The 
carrier of innovation is an entrepreneur. International entrepreneur is an 
entrepreneur based on international behavior standards. Entrepreneurs 
are people with agility, who quickly find business opportunities and 
commercialize them. 
  In this paper, we will consider SDGs as a guideline for international 
corporate behavior and conceptually examine the possibility of 
international entrepreneur development. At the same time, explore the 
influence of SDGs on SMEs' corporate behavior. This can be view as a 
means to motivate to include SDGs into SMEs’ business models. Finally, a 
conceptual potentiality in terms of entrepreneur development has been 
presented. 
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導の「持続可能な発展」という考え方が普及すると MDGs(Millennium 
Development Goals,2001)から GRI も参加した SDGs(2015)への発展的な継
承がなされた。 
今日では、SDGs の本格的な取り組みが多くの企業でなされるとともに、
これまでの ISO26000、GRI と SDGs の関連づけも進み、地球環境、社会そ
して経済を統合した課題への取り組みが SDGs によって展開されている。こ
のことは、わが国大企業(日経225)のサスティナビリティ報告書のうち、SDGs
に関する開示が 2016年の 8社(4%)から 2017年 68社(31%)へと大幅に増加し
ていることからも知ることができる (KPMG あずさサスティナビリテ
ィ,2018)。 
 さて、SDGs は、MDGs が発展途上国を対象とし、各国の政府や国際機関
を達成主体とするのに対して、対象に先進国を加え、達成主体を企業や NGO、
NPO などへと拡張した。さらに SDGs は、目標数も 8 から 17 へと増やして
地球環境問題、社会的問題そして経済的問題を含む包括的な構想へと進展し
た(United Nations , 2015a, United Nations , 2015b)。 
具体的には、MDGs の８つの目標は、①極限の貧困と飢餓の撲滅②乳幼児
死亡率の削減③妊婦の健康の改善④HIV/エイズ、マラリア及びその他の疾病
の蔓延防止⑤普通的初等教育の達成⑥ジェンダーの平等の推進と女性の地位
向上⑦環境の持続可能性の確保⑧開発のためのグローバル・パートナーシッ
プの推進である。 
他方、SDGs の目標は、簡略すれば、①貧困をなくそう②飢餓をゼロに③
すべての人に健康と福祉を④質の高い教育をみんなに⑤ジェンダー平等を実
現しよう⑥安全な水とトイレを世界中に⑦エネルギーをみんなに そしてク
リーンに⑧働きがいも経済成長も⑨産業と技術革新の基盤をつくろう⑩人や
国の不平等をなくそう⑪住み続けられるまちづくりを⑫つくる責任 つかう
責任⑬気候変動に具体的な対策を⑭海の豊かさを守ろう⑮陸の豊かさも守ろ
う⑯平和と公正をすべての人に⑰パートナーシップで目標を達成しようであ
る。そして、これらの 17 の目標は、169 のターゲットと 230 の指標から構成
されている。 
さらに、SDGs の目標のうち、①～⑥は、MDGs の①～⑦に対応している。
そして、SDGs の理念的な目標といえる⑰は、MDGs の⑧であり、基本理念
の継承が図られている。 
ただし、個別企業の場合は多種多様な制約要因があり、「大きな影響が期待
できる領域について最も関連性の高い指標（複数可）を選択するか、その指
標をヒントに独自で指標を設定することができる」( SDGs Compass,2016; 
14 )とされているのである。例えば、Siemens の事例では、高いインパクト
の目標として SDGs の③、⑦、⑨、⑪、⑬を、中程度のインパクトの目標と
して④、⑤、⑧、⑫、⑯、⑰を、そして低いインパクトの目標(間接的インパ
クト)として①、②、⑥、⑩、⑭、⑮を位置づけている(OECD,2018:21)。SDGs
では、対象の主体が多様性をもつとともに、それぞれの個別の特性や条件を
考慮して主体的に取り組むことになる。 
このような企業の地球環境問題、社会的責任問題そして持続可能性問題へ
 
 
 
はじめに  
 わが国企業は、2015年のSDGs採択により急速にその対応を推進している。
このことは中小企業も例外ではない。とりわけ、SDGs が民間セクターの創
造性とイノベーションに期待し、各国とも民間セクターのイノベーションに
よる SDGs 目標達成への貢献に取り組んでいる。ここでは、民間セクター、
とくに企業のイノベーションに着目し、SDGs への貢献と意義について検討
する。このような検討を踏まえながら、中小企業やベンチャー企業へのイン
パクトについて考察する。 
 
1. 地球環境問題、社会的責任問題から持続可能な発展問題へ  
これまで企業は地球環境問題や社会的責任(social responsibility)問題に関
する国際的な取り組みにもとづいて企業行動の再構築を展開してきた。そし
て、いま SDGs が新たな国際的な取り組みとして企業行動に影響を及ぼして
いる(日本経済団体連合会,2018)。ここでは、企業行動に影響を及ぼしてきた
国際的な取り組みを採り上げて、それぞれの特徴を概観する。 
SDGs は、わが国において ISO14001 から ISO26000、Global Compact そ
して GRI(Global Reporting Initiative)を経て今日に至る社会的責任の国際的
な基準や規定などの流れに位置づけられる。このような社会的責任に関する
国際的な基準や規定などの経過は、①公害問題に始まる地球環境問題から社
会的責任問題への段階、②社会的責任問題から持続可能な発展問題への段階
に整理することができる。 
 
(1) 地球環境問題から社会的責任問題へ 
 わが国の公害問題は、公害対策基本法(1967)、環境庁発足(1971)からリオデ
ジャネイロの地球環境サミット(1992)、環境基本法(1993)へと進み、地球環境
問題の多様化へと転換した。その後は、循環型社会形成推進基本法(2000)、
環境省発足(2001)により循環型社会への取り組みが本格化した。 
さらに、この時期に ISO(International Organization for Standardization: 
国際標準化機構) により ISO14001(1996)が発行され、大企業だけでなく、中
小企業においても取引関係による認証取得が進展した。また、家電、食品そ
して自動車などのリサイクル法が整備され、企業の生産活動は、地球環境問
題とともに、社会とのつながりを深めてきた。結果として企業は環境部を設
置するなど事業活動に地球環境問題を組み入れるとともに社会的責任問題と
して展開することになった。同時に、ヨハネスブルクの地球環境サミット
(2002)で持続可能な発展に関する世界首脳会議が開催され、持続可能な発展
に向けた世界的な取り組みが本格化した。企業の社会的責任に関する取り組
みは、ISO26000(2010)の組織の社会的責任に関する国際規格、GRI(2000:第
1 版、2013:第 4 版)へと進んでいる。 
 
(2) 社会的責任問題から持続可能な発展問題へ 
 わが国では、ISO26000 が多くの企業で採用されてきたが、国際的には GRI
が多く採用されていた(経済産業省,2014,5)。その後、国際的な動向が国連主
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ようとする企業または個人を指す。これはメーカーが製品やサービスを「販
売する」ことで効用を受けようとするのとは対照的である」(Hippel,2006: 3, 
邦訳 p.16)としている。オープンイノベーションとユーザーイノベーションは、
ともに企業や組織の内部、つまりクローズドイノベーションと対比されるが、
視点が異なるといえる。 
 
2. SDGsへの企業の取り組み 
 SDGs は地球環境問題や社会問題への個人と組織の取り組みを推進する新
たな試みである。SDGs の作成基盤は国連開発計画、Global Compact と GRI
にあり、包括的で弾力的な性格を持つものといえる。したがって、企業の対
応も多様である。大企業では企業活動のすべての領域に関連づけるとともに、
マテリアリティ(materiality)を提示するといった包括的な開示をする企業か
ら、一部の領域に関連づける限定的な開示まである。 
また、SDGs は小規模企業、中小企業への普及にも重きを置いており、こ
れまでの ISO26000 や GRI などと異なる方向性を示している。わが国でも、
「中小企業のための SDGs ガイド」が環境省から作成されている(環境
省,2018 )。さらに、SDGs は、単に活動の開示報告書の作成ガイドに止まら
ず、目標という性格から「事業機会」という性格を持っている。ISO26000
や GRI は企業活動の監査的で活動報告と評価という性格が強かったが、
SDGs では企業活動の SDGs目標への貢献という性格が強くなっている。この
ことは、企業活動が SDGs の理解に基づき目標の実現に向けたイノベーショ
ンの創出によって特徴づけられているからである。SDGs への企業の取り組
みには、2つの側面が提示されている。①SDGs Compass のような監査など
の評価的な側面である(SDGs Compact, 2016)。そして②SHIP（SDGs Holistic 
Innovation Platform）などのイノベーションを推進する側面である (SHIP, 
2018 )。 
(1) SDGs Compact の目的は、企業が、いかにして SDGs を経営戦略に 
整合させ、SDGs への貢献を測定し管理していくかについて、指針を提供す
ることにある。SDG Compass は大きな多国籍企業に焦点をあてて開発され
た。中小企業、その他の組織も、新たな発想の基礎として、必要に応じて変
更して、この指針を使用することが期待される。指針は、企業レベルで使用
されるものとして作成されているが、必要に応じ、個々の製品や拠点、部門
レベル、さらには特定の地域レベルにおいても適用できるものとなっている。 
SDG Compass に関するこの指針は、5 つのステップを順番に 1 つずつ説明
するように構成されている。01 SDGs を理解する、02 優先課題を決定する、
03 目標を設定する、04 経営へ統合する、05 報告とコミュニケーションを
行うがこれである。これらの指針は、ISO26000 や GRI という企業レポーテ
ィングのガイドラインと同様の視点に立つものである。 
(2) SHIP は、2016 年に Japan Innovation Network (JIN)と国連開発計 
画(UNDP)が共同運営するオープンイノベーション・プラットフォームとして
設立された。そこでは、SDGs の達成をイノベーションの機会として捉え、
課題解決を企業の技術・ノウハウにより行うことになる。SHIP の特徴は、
 
 
の流れは、図表-1 のように整理することができる。 
 
図表-1 CSRに関する規定、ガイドラインの流れ 
  
出所) 日本規格協会(2014) , 日本工業標準調査会審議(2012), GRI, United Nations 
(2015a), United Nations (2015b)より作成 
  
さて、企業行動については、「６７．(民間企業活動)民間企業の活動・投資・
イノベーションは、生産性及び包摂的な経済成長と雇用創出を生み出してい
く上での重要な鍵である。我々は、小企業から共同組合、多国籍企業までを
包含する民間セクターの多様性を認める。我々は、こうした民間セクターに
対し、持続可能な開発における課題解決のための創造性とイノベーションを
発揮することを求める」(United Nations, 2015b)としており、この点がMDGs
との違いともいえる。このような企業の主体的な対応が SDGs には求められ
ている。同時に民間セクターの創造性とイノベーションの発揮という従前の
社会的責任とは異なる点も求められていることが看過されてはならない。 
このように地球環境問題から社会的責任問題、そして持続可能な発展問題
へと移行してきたのである。それは、企業の地球環境問題や社会的責任問題
に横たわっていた経済的側面とのトレードオフ関係を克服する試みともいえ
る。このような試みは、「グリーン経済」(UNEP,国連環境計画,2011)「グリ
ーンイノベーション」(OECD,2011)といった取り組みがなされるとともに、
イノベーション、とりわけオープンイノベーション(open innovation)、エコ
イノベーション (eco-innovation)やソーシャルイノベーション (social 
innovation)への関心の高まりによっても推進されてきた。 
なお、オープンイノベーションとは、「知識の流入と流出を自社の目的にか
なうように利用して社内のイノベーションを加速するとともに、イノベーシ
ョンの社外活用を促進する市場を拡大すること」( Chesbrough,2006a: 1, 邦
訳 p.17)と定義されている。さらに、組織の外部でのイノベーションには、ユ
ーザーイノベーション(user innovation)がある。ユーザーイノベーションの
「ユーザーとは、製品やサービスを「使用する」ことで効用(benefit)を受け
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 SDGs は地球環境問題や社会問題への個人と組織の取り組みを推進する新
たな試みである。SDGs の作成基盤は国連開発計画、Global Compact と GRI
にあり、包括的で弾力的な性格を持つものといえる。したがって、企業の対
応も多様である。大企業では企業活動のすべての領域に関連づけるとともに、
マテリアリティ(materiality)を提示するといった包括的な開示をする企業か
ら、一部の領域に関連づける限定的な開示まである。 
また、SDGs は小規模企業、中小企業への普及にも重きを置いており、こ
れまでの ISO26000 や GRI などと異なる方向性を示している。わが国でも、
「中小企業のための SDGs ガイド」が環境省から作成されている(環境
省,2018 )。さらに、SDGs は、単に活動の開示報告書の作成ガイドに止まら
ず、目標という性格から「事業機会」という性格を持っている。ISO26000
や GRI は企業活動の監査的で活動報告と評価という性格が強かったが、
SDGs では企業活動の SDGs目標への貢献という性格が強くなっている。この
ことは、企業活動が SDGs の理解に基づき目標の実現に向けたイノベーショ
ンの創出によって特徴づけられているからである。SDGs への企業の取り組
みには、2つの側面が提示されている。①SDGs Compass のような監査など
の評価的な側面である(SDGs Compact, 2016)。そして②SHIP（SDGs Holistic 
Innovation Platform）などのイノベーションを推進する側面である (SHIP, 
2018 )。 
(1) SDGs Compact の目的は、企業が、いかにして SDGs を経営戦略に 
整合させ、SDGs への貢献を測定し管理していくかについて、指針を提供す
ることにある。SDG Compass は大きな多国籍企業に焦点をあてて開発され
た。中小企業、その他の組織も、新たな発想の基礎として、必要に応じて変
更して、この指針を使用することが期待される。指針は、企業レベルで使用
されるものとして作成されているが、必要に応じ、個々の製品や拠点、部門
レベル、さらには特定の地域レベルにおいても適用できるものとなっている。 
SDG Compass に関するこの指針は、5 つのステップを順番に 1 つずつ説明
するように構成されている。01 SDGs を理解する、02 優先課題を決定する、
03 目標を設定する、04 経営へ統合する、05 報告とコミュニケーションを
行うがこれである。これらの指針は、ISO26000 や GRI という企業レポーテ
ィングのガイドラインと同様の視点に立つものである。 
(2) SHIP は、2016 年に Japan Innovation Network (JIN)と国連開発計 
画(UNDP)が共同運営するオープンイノベーション・プラットフォームとして
設立された。そこでは、SDGs の達成をイノベーションの機会として捉え、
課題解決を企業の技術・ノウハウにより行うことになる。SHIP の特徴は、
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すでに、民間セクターである企業も SDGs による創造性とイノベーション
への期待によるまでもなく、すでにクローズドイノベーシンだけでは存続が
困難な状況にある。今日の企業では、オープンイノベーションが重要な役割
を演じている。SDGs への企業の対応では、イノベーションによる SDGs へ
の貢献だけでなく、SDGsからイノベーションへという方向性も重要である。
特に、環境・社会的なイノベーションは個別的な特性が現れる。さらに、イ
ノベーションの進化は、オープンイノベーション、ユーザーイノベーション
さらにサービスイノベーションと多様性を増している。このような動向は、
SDGsの諸目標の達成をイノベーションの機会として捉え、 企業の技術 ・ ノ
ウハウで諸課題の解決を目指す、オープンイノベーション・プラットフォー
ムである SHIP の設立などからも理解できる。 
これまでも企業は地球環境問題や社会的問題の解決に取り組んできた。特
に、エコイノベーションやソーシャルイノベーションがこれである。また、
ISO26000 や GRI などの取り組みが企業評価に具現化され、地球環境問題や
社会的問題が企業活動に組み込まれるようになった。さらに、企業が生産す
る製品やサービスにも具現化される時代となった。地球環境に配慮し、社会
的な課題解決に貢献することになった。つまり、企業は、地球環境問題や社
会的な問題を事業機会としてだけではなく、それらの問題に取り組むことな
しに生産ができなくなりつつある。例えば、環境に配慮した車でなければ使
用してもらえないということである。 
 
2) オープンイノベーションとユーザー(市民)参加 
 イノべーションが活性化するには、「多様な要素（企業、起業家、研究機関・
大学、政府等）の相互作用（競争や協業、融合等）のなかでイノベーション
が創出される仕組み」が必要である。ここでは、まず関心を高めている中国
の産官学(企業、政府、研究機関・大学)システムの 1 つであるドリームタウ
ン(夢想小鎮)を採り上げる(趙, 瑋琳,2017)。 
中国の夢想小鎮は杭州市にあり、起業家の源泉である研究機関・大学、そ
して政府や既存企業(アリババなど)による起業の支援とともに、資金を提供
するベンチャーキャピタルが１か所に集約された起業家育成システムを形成
している。中国は国家戦略として先端分野の強化を図るために地域ごとに特
徴づけられた産業分野に区分(特区)されているともみられる。 
さらに中国のプラットホーム企業である百度(Baidu）、アリババ（Alibaba）、
テンセント(Tencent）は、起業への取り組みを加速させている(趙, 瑋琳,2017;
三浦有史,2018; 田谷洋一,2018)。 
しかし、中国の SDGs への取り組み評価は 54 位と決して高くない
(Bertelsmann Stiftung, Sustainable Development Solutions Network: 
SDSN, 2018)。この意味では、すでに中国政府も SDGs への取り組みを表明
しており、今後、中国での SDGs への取り組みとイノベーションの方向づけ
が問われることになる(Government of the People's Republic of China, 
2016)。夢想小鎮は、産、学、官の協力による起業への代表的な取り組みでは
あるが、SDGs への取り組みはこれからといえる。 
 さて、SDGs はまさにイノベーションの民主化を進める手懸りでもあり、
 
 
①UNDP の正式なプログラムであること②SDGs の達成をイノベーションの
機会と捉えていること③最新のイノベーション創出手法に基づき、事業創造
の構想力強化に焦点を当てていること④グローバルなエコシステムを前提と
していること⑤デジタルプラットフォームによる生情報収集を行うこと⑥生
情報を基に、企業のニーズに応じた会員制度や各種プログラムを用意してい
ることであるとされる。もちろん、SHIP の対象には起業(start-up)も含まれ
る。この意味で SHIP は、大企業・中堅企業のイノベーションを支援する加
速支援者である JIN の活動が拡張されたものといえる。さらに、社会起業家
による SDGs への貢献も看過されてはならない。 
(3) ASHOKA は、アメリカの社会企業家(social entrepreneur)の Bill  
Drayton によって 1980 年に設立された NPO で、今日では社会企業家を特定
し、支援・育成している。なお 2011 年には、一般社団法人アショカジャパン
が設立されている(ASHOKA, 2016)。とくに、2000 年から始まったアショカ・
ユースベンチャーとは、2000 年にアメリカで開始した、12〜20 歳の若者を
対象とした取り組みである。 
日本では、2010 年から 2011 年にかけてのリサーチ及び実験を経て、 
2012年春より東北の震災に特化した「東北ユースベンチャー・プログラム」
として出発。2015 年からは、東北の問題以外へも、課題の幅を拡げていると
される。SDGs という視点から見ると社会企業家も重要な役割を演じること
になる。 
ここでは、SDGs における目的達成が企業の創造性とイノベーションを求
めていることに着目するとともに、イノベーションの進化によるオープンイ
ノベーションの動向と中小企業やベンチャー企業といった中小規模の企業と
の関連に着目して検討する。なお、SDGs は共通言語であるという理解が重
要である。したがって、国内外を問わず SDGs への取り組みが進展するにし
たがって企業の規模、ベンチャー企業を問わず対応することになる。このこ
とから、企業も共通言語としての SDGs に基づいて事業活動を進めることに
なる。この意味でオープンイノベーションも共通言語に基づいて展開される
ことが期待される。 
 
3. SDGs とイノベーション  
さて、SDGs は、民間セクターに対して創造性とイノベーションによる
SDGs 目標への貢献を期待している。 
 
1) SDGs とオープンイノベーション 
 SDGs は、地球環境、社会そして経済というトリプルラインによって特徴
づけられており、各目標を達成するための挑戦も、従来のビジネスイノベー
ションだけでなく、エコイノベーションそしてソーシャルイノベーションと
いった複数のイノベーションが関わる。さらに、SDGs は、全ての国、全て
のステークホルダー及び全ての人の参加が前提であり、民間セクターでも、
小規模企業から多国籍企業、共同組合、市民社会組織や慈善団体等多岐にわ
たる民間部門がその主体となっている。SDGs の目標達成は、個別企業単体
では困難であり、SDGs の目標 17 のようにバーナーシップが求められる。 
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すでに、民間セクターである企業も SDGs による創造性とイノベーション
への期待によるまでもなく、すでにクローズドイノベーシンだけでは存続が
困難な状況にある。今日の企業では、オープンイノベーションが重要な役割
を演じている。SDGs への企業の対応では、イノベーションによる SDGs へ
の貢献だけでなく、SDGsからイノベーションへという方向性も重要である。
特に、環境・社会的なイノベーションは個別的な特性が現れる。さらに、イ
ノベーションの進化は、オープンイノベーション、ユーザーイノベーション
さらにサービスイノベーションと多様性を増している。このような動向は、
SDGsの諸目標の達成をイノベーションの機会として捉え、 企業の技術 ・ ノ
ウハウで諸課題の解決を目指す、オープンイノベーション・プラットフォー
ムである SHIP の設立などからも理解できる。 
これまでも企業は地球環境問題や社会的問題の解決に取り組んできた。特
に、エコイノベーションやソーシャルイノベーションがこれである。また、
ISO26000 や GRI などの取り組みが企業評価に具現化され、地球環境問題や
社会的問題が企業活動に組み込まれるようになった。さらに、企業が生産す
る製品やサービスにも具現化される時代となった。地球環境に配慮し、社会
的な課題解決に貢献することになった。つまり、企業は、地球環境問題や社
会的な問題を事業機会としてだけではなく、それらの問題に取り組むことな
しに生産ができなくなりつつある。例えば、環境に配慮した車でなければ使
用してもらえないということである。 
 
2) オープンイノベーションとユーザー(市民)参加 
 イノべーションが活性化するには、「多様な要素（企業、起業家、研究機関・
大学、政府等）の相互作用（競争や協業、融合等）のなかでイノベーション
が創出される仕組み」が必要である。ここでは、まず関心を高めている中国
の産官学(企業、政府、研究機関・大学)システムの 1 つであるドリームタウ
ン(夢想小鎮)を採り上げる(趙, 瑋琳,2017)。 
中国の夢想小鎮は杭州市にあり、起業家の源泉である研究機関・大学、そ
して政府や既存企業(アリババなど)による起業の支援とともに、資金を提供
するベンチャーキャピタルが１か所に集約された起業家育成システムを形成
している。中国は国家戦略として先端分野の強化を図るために地域ごとに特
徴づけられた産業分野に区分(特区)されているともみられる。 
さらに中国のプラットホーム企業である百度(Baidu）、アリババ（Alibaba）、
テンセント(Tencent）は、起業への取り組みを加速させている(趙, 瑋琳,2017;
三浦有史,2018; 田谷洋一,2018)。 
しかし、中国の SDGs への取り組み評価は 54 位と決して高くない
(Bertelsmann Stiftung, Sustainable Development Solutions Network: 
SDSN, 2018)。この意味では、すでに中国政府も SDGs への取り組みを表明
しており、今後、中国での SDGs への取り組みとイノベーションの方向づけ
が問われることになる(Government of the People's Republic of China, 
2016)。夢想小鎮は、産、学、官の協力による起業への代表的な取り組みでは
あるが、SDGs への取り組みはこれからといえる。 
 さて、SDGs はまさにイノベーションの民主化を進める手懸りでもあり、
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な理由もユーザー(市民)参加型のオープンイノベーションへの移行を促進し
ているとされる。 
さて、オープンイノベーション 2.0 については、次のような整理がなされ
ている(Arnkil, Robert; Järvensivu, Anu; Koski, Pasi; Piirainen, Tatu , 
2010:103)。このような四重らせんモデルは、図表-3～6 のように企業、大学、
公共機関そしてユーザー(市民)の協力モデルが、従来の企業、大学、公共機
関という三重らせんの協力モデルにユーザー参加を加えた理想モデルとして
整理されている。①「三重らせん協力モデル＋ユーザーモデル」②「企業中
心のリビングラボモデル」③「公共部門中心のリビングモデル」④「市民中
心のモデル」(一部のみ掲載)である。 
 
図表-3 三重らせん＋ユーザーモデル 
   
出所) Arnkil, Robert; Järvensivu, Anu; Koski, Pasi; Piirainen, Tatu (2010:67 ) 
 
図表-4 企業中心のリビングラボのモデル 
 
      
    
出所) Arnkil, Robert; Järvensivu, Anu; Koski, Pasi; Piirainen, Tatu (2010: 68) 
 
 
同時に国際的な価値共有という性格を持つものである。したがって、今後、
企業の国際化においても企業規模の問題だけでなく、SDGs への取り組み評
価がイノベーションの質に加味されることになる。 
 この意味では、欧州が進めているオープンイノベーション 2.0 の動向が看
過されてはならない(EUROPEAN COMMISSION, 2018)。オープンイノベー
ション 2.0 の特徴は、これまでの産官学の協力システムと異なるユーザー(市
民)を組み入れたオープンイノベーションを指向していることである。オープ
ンイノベーション 2.0 は、従来の政府、企業そして大学のパートナーシップ
に基づくイノベーションや起業の推進という構想に対して、ユーザーを加え
た 4 つの主体によるパートナーシップに基づくイノベーションを推進してい
るのである。 
また、ユーザー(市民)参加型オープンイノベーションには、図表- 2 のよ
うにユーザーを使用者(商業化の対象)だけでなく、企画・研究開発の段階か
らともに参画する主体として、さらにイノベーションを主導する主体とみる
基本的な理解がある。このようなユーザーの理解から①ユーザー志向型②ユ
ーザー参加型、そして③ユーザー主導型のイノベーションが区分される。た
だし、イノベーションへのユーザーの関与度は多様であり、一義的ではない。 
 
   図表-2 「ユーザー主導」と「ユーザー志向/ユーザー参画」の違い 
  
 出所) Arnkil, Robert; Järvensivu, Anu; Koski, Pasi; Piirainen, Tatu (2010:21 ) 
 
イノベーション 2.0 は、ユーザー、とくに市民参加型のオープンイノベー
ションを構想していると考えられ、SDGs への対応力を備えた方向へと進ん
でいるとみられる。さらに、ユーザー(市民)参加型のオープンイノベーショ
ンを推進する2つの理由が指摘されている(Arnkil, Robert; Järvensivu, Anu; 
Koski, Pasi; Piirainen, Tatu , 2010:73)。①企業に付与された特許の数は使用
された数よりはるかに多いという事実②企業や公的研究機関によって開発さ
れた技術や使用が市民から非環境的、非倫理的とみなされる可能性のあるこ
と(例えば原子力エネルギー技術、バイオ技術など)がこれである。このよう
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な理由もユーザー(市民)参加型のオープンイノベーションへの移行を促進し
ているとされる。 
さて、オープンイノベーション 2.0 については、次のような整理がなされ
ている(Arnkil, Robert; Järvensivu, Anu; Koski, Pasi; Piirainen, Tatu , 
2010:103)。このような四重らせんモデルは、図表-3～6 のように企業、大学、
公共機関そしてユーザー(市民)の協力モデルが、従来の企業、大学、公共機
関という三重らせんの協力モデルにユーザー参加を加えた理想モデルとして
整理されている。①「三重らせん協力モデル＋ユーザーモデル」②「企業中
心のリビングラボモデル」③「公共部門中心のリビングモデル」④「市民中
心のモデル」(一部のみ掲載)である。 
 
図表-3 三重らせん＋ユーザーモデル 
   
出所) Arnkil, Robert; Järvensivu, Anu; Koski, Pasi; Piirainen, Tatu (2010:67 ) 
 
図表-4 企業中心のリビングラボのモデル 
 
      
    
出所) Arnkil, Robert; Järvensivu, Anu; Koski, Pasi; Piirainen, Tatu (2010: 68) 
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また、地域性や特定のテーマなどを反映したオープンイノベーションモデ
ルとしては中小企業やベンチャー企業にとってユーザー志向を高めるには有
用と考えられる。ただし、地方自治体や公的機関、大企業などの支援も必要
である。オープンイノベーション 2.0 やリビングラボでのイノベーション構
想には、図-7 のように極めて多様なイノベーションが混在しているとの基本
的な理解がある。このような混在したイノベーションの基本的な理解は、オ
ープンイノベーションの弾力的な進展に不可欠である。 
さらに、オープンイノベーション 2.0 の展開は、個人がイノベーションの
源泉であるという理解からランダムイノベーション(random innovation)が
指摘されている(EUROPEAN COMMISSION, 2016:37)。このような構想で
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図表-6 地方自治体と 4つの基本的な四重らせんモデル 
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あるだけでなくランダムイノベーションが問われ始めている。中小企業の資
源が限られているため、SDGs のような目標型の CSR 研究の進化は、有効で
あると考えられる。同時に、クローズドイノベーションからオープンイノベ
ーションへの展開、さらにランダムイノベーションへの進化は、中小企業や
ベンチャー企業に新たな展開の可能性を示唆していると考える。すでに、個
でのイノベーションを基本としながらも、コネクティッド(Connected)によっ
て多様な知識、技術そしてスキルが型にとらわれないイノベーションを創出
する時代と考えられる。ただ、そこには SDGs という国際的なイノベーショ
ンの方向性が存在し、方向づけられたランダム性とイノベーションの登場が
明らかになる。このような時代には、イノベーションの民主化、マネジメン
トの民主化、技術の民主化が進み、これが社会変革の民主化へと展開するこ
とが期待される。 
 SDGs に基づく企業家は、国際的企業家の新しい概念を提起している。国
際化は、地理的、空間的な広がりだけでなく、国際的な行動指針に従うとい
う意味も存在する。国際的な指針に基づいて行動するとき、その行動を国際
化と呼ぶのである。まさに、ここで提起した国際的企業家とは、このような
国際的な行動指針に基づく企業家という意味であり、その育成が国際社会の
発展に貢献する。したがって、中小企業やベンチャー企業が SDGs の実現を
目指したイノベーションを行うとき、国際的な中小企業やベンチャー企業と
いうことになる。その市場や活動が国内であっても、国際的な中小企業やベ
ンチャー企業とみなされることになる。 
 SDGs の普及によって、企業、政府、市民の連携が進むことになる。結果
として、企業のオープンイノベーションへの取り組みの進化とともに、ソー
シャルイノベーションへの取り組みも進化し、ともに共通の目標を目指すこ
とになる。この意味では、SDGs には、イノベーションの逆三角形のループ(ユ
ーザーや市民参加型)とランダムイノベーションの可能性が内包されている。 
さらに、リビングラボ 、ファブラボの登場は、国際的に考え、地域で行動
することで SDG に貢献できると考える。これらは、ランダムイノベーション
につながる可能性があり、SDGs の実現に向けた新たな可能性を開くと期待
される。さらに、リビングラボ 、ファブラボの進展は、オープンイノベーシ
ョンにおけるランダムイノベーションの創出の場としても、また起業の場と
しても看過されてはならない。そこでも敏捷性が企業家の特徴であることに
変わりはない。しかも、これらのラボがルールに基づいてネットワーク化さ
れることにより、国際的な知識や経験の交流がなされることで社会的にも、
ベンチャー企業を担う国際的企業家の育成という点でも貢献できると考える。 
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だ社会ニーズに基づいたイノベーションの推進は解決策が生活の質に直接貢
献するとされる。この意味でも、リビングラボが目指す意味のあるイノベー
ションの SDGs の諸目標への貢献の可能性は看過できないといえる。 
 
4. 国際的企業家育成と SDGs 
SDGs は、生産の意味を変えつつある。これまで企業は財貨やサービスを
経済的な視点から生産してきた。しかし、地球環境問題に直面して地球環境
への影響に配慮した生産へ、そして社会的な課題への取り組みとして社会的
責任を展開してきた。今や SDGs により生産活動は環境的、社会的そして経
済的な側面を総合した目標へと変化した。このような社会経済の目標の変化
が、企業と社会経済の関係に変化をもたらしていると考える。つまり、図表
-8 のように、企業の目標は利潤であるが、その手段としての生産が変化した
のである。 
 
図表-8 企業と社会経済のパラドックスと生産の質的変化 
 
   
 
          出所）筆者作成 
 
すでに、生産活動は、経済的な側面だけではなく、地球環境問題や社会的
な問題への配慮を含む総合的な性格を強めているのである。このような変化
を具現化したのが SDGs である。したがって、企業の目標は変化しないが、
その手段である生産活動が変化していることを理解する必要がある。同時に、
このような変化が国連のリーダーシップにより推進され、参加国が承認して
国際的な価値の共有がなされていることが看過されてはならない。ここに、
国際的企業家育成の新しい特性が明らかになると考える。将来の企業家に要
請されるものはこのような国際的な目標の実現への貢献である。国際貢献も
決して経済的な義務ではなく、新市場、新技術そしてあたらしい価値(意味の
ある価値)などの視点で企業の将来的な価値を高めると考えるのである。 
イノベーションの進化は速く、オープンイノベーションの形態も、多様で
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